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のことである。M&A のタイプの 1 つが MBO、
そしてもう 1 つが本研究で取り上げる EBO であ
る。


























































































Using the Case Method to Build and Teach 




































































図 2　Course Research モデル：観察から記
述理論を経て規範理論へ　
出 所 ）CHRISTENSEN and CARLILE、2009 よ
り作成
図 3　研究概念図　
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いだす」（『財界九州』2007 年 11 月号、㈱財界九
州社、47-49 ページ）として紹介されている。
　同社は、EBO 後も丸紅を通じて順調に販売を
伸ばし、ピークの 2009 年 3 月期には 79 億円を売
り上げていた。しかし、太陽光発電をめぐるドイ
ツとスペインの「固定価格買い取り制度」の方針























年 8 月 10 日放送・日系経スペシャル「ガイアの
夜明け」の第 121 回「さらば親会社～工場独立へ
の挑戦～」の中で事例の 1 社として取り上げら
































































し生産を中国に移管（2003 年 8 月）
中間管理職だった金子徹氏ら 3 人が資本金
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日報』2011 年 6 月 19 日、④「雇用拡大へ「地産
地消」　LED 防犯灯など展開」『岩手建設工業新
聞』2012 年 8 月 10 日、⑤「㈱ジュークス」『THE 
























　以下は、インタビュー調査（2014 年 3 月 11 日、
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図 12　㈱ GUP の今後に向けた取り組み
出所）同社提供資料より抜粋
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て、先行事例として 2 社（2 次情報）、県内（沿
岸被災地域）企業の事例として 2 社（1 次情報）、
計 4 社を事例として取上げ分析を行った。
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